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要　旨
　欧州における右翼政党台頭や反移民態度の問題は 2010 年代後半の欧州政治の一つの重大トピックとなってい
る。右翼政党支持や反移民態度の規定要因については，これまでも多くの先行研究が知見を蓄積してきた。しかし，
欧州難民危機以降の社会状況でも同様の要因が有効であるかは明らかではない。2019 年に二つの欧州大の世論
調査の先行公開データがリリースされ（特に欧州価値観調査 [EVS] はおよそ 10 年ぶりの更新），2010 年代後半
のデータによる分析が可能となった。そこで本稿ではこれら二つの世論調査先行リリースデータを用い，近年の
欧州における右翼政党支持や反移民態度などの排外主義態度の規定要因を分析する。分析結果は，主に次の 3 点
を明らかにした。１）右翼政党支持は，移民による自国文化・治安への侵蝕といった社会文化的態度と欧州統合
への反感によって規定されており，ジャーナリスティックに論じられがちな社会経済的弱者による反発という見
解に実証的根拠は存在しない；２）移民による自国文化・治安への侵蝕の懸念は，欧州統合への反発と学歴が主
たる規定要因となっており，国によっては自国政治への不信・不満が追加要因となっている；３）右翼政党支持・
移民文化侵蝕懸念・欧州統合反対のトライアングル構造は西欧主要国においては盤石なものの，必ずしも欧州全
体で支配的なパターンではない。これらの結果は，ポスト難民危機期の欧州における排外主義分析に過去のリテ
ラチュアが有効であること，ならびに，社会経済的な「上か下か」のみに着目していては欧州における排外主義
台頭の背景を分析できずより多様な政治意識への考慮が必要であることを示す。その際，さらに多様で包括的な
排外主義構造の理解のために，少数の西欧主要国にとどまらない分析・研究が必要であることが示唆される。
— 44 —
欧州におけるポスト難民危機期の排外意識分析
右翼政党支持・反移民態度・反欧州統合
１．はじめに
　本稿は，2015-6年のいわゆる欧州難民危機以降のヨーロッパ諸国において，極右や右翼ポピュ
リスト政党などの右翼政党への支持や，移民に対し反発する態度が，どのような要因によって
規定されていたのか，またそれら反移民態度と右翼支持態度が相互にどのように関連するのか
分析する。いわば，巷間語られがちな，ヨーロッパにおける「ナショナリズムの席巻」である
とか「右傾化」という現象を，排外主義という従属変数として設定し，さらにそれを政治的態
度ともいえる右派政党支持と社会的態度ともいえる反移民態度の二つによって操作化したうえ
で，その規定要因（と変数間の相互関係）を検討するものである。
　この分野に関する先行研究は後述するように非常に多く存在し，すでに一定の知見が存在し
てはいるものの，2015 年のいわゆる欧州難民危機以降の状況にあっても，同じような因果効
果が想定されるかは明らかではない。本稿は，近年公開されたばかりの二つの欧州大世論調
査プロジェクトの先行公開データ（European Social Survey [ESS] round 9，European Value 
Survey [EVS] 2017 pre-release）1 を用い，近年の欧州における排外主義や右翼支持をめぐる諸
因果関係の妥当性を検討する 2。
　本稿で「欧州」として分析対象国に含めるのは，EU 加盟国もしくはシェンゲン協定国とす
る。シェンゲン協定国には EU 構成国ではないアイスランド・ノルウェー・スイスも含まれる
が，極右政党支持と人の移動の問題は無関係ではないため本稿でも分析範囲に含める。そのど
ちらにも含まれないバルカン諸国や，民主制であることが疑わしいロシアなどは本稿の分析対
象からは外れる。
　以下本稿では，2 章で，右翼政党支持態度がいかなる要因によって規定されているか分析す
る。世論調査の計量分析からは，社会経済的な劣位性は右翼支持を説明せず，移民による経済
状況悪化認識も強い説明力を持たない一方で，移民による文化侵蝕・治安悪化を懸念する態度
と，反欧州統合的な態度が，右翼政党支持の主たる支持規定要因となっていることが明らかと
なる。一国ごとの分析も概ね広く同様の傾向が指示されることを示す。次に 3 章では，その社
会文化的な反移民認識が何によって規定されているか分析する。当該分析結果は，またしても
個々人の社会経済的な劣位性が反移民態度につながっているのではないことを示し，反欧州統
合的な態度が昨今の欧州における社会文化的な反移民態度の主たる源泉であることを明らかに
する。一国ごとの分析は，自国の政治（制度）への不信・不満が反移民態度を強めたり弱めた
りするばらつきがあることも示す。最期の 4 章では，右翼政党支持・移民による文化侵蝕懸念・
反欧州統合態度という 3 つの要素の相互関係を国ごとに分析する。その結果は，3 要素がすべ
て連関するのは必ずしも全欧的な現象ではなく特殊西欧的なパターンであること，移民による
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文化侵蝕懸念と右翼政党支持の関係が逆転する（すなわち政党支持が移民忌避に先行する）国々
があることが明らかになる。
２．右翼政党支持の分析
２．１　右翼政党支持の先行研究と本稿が着目する要素
　欧州の右翼政党の台頭 3 に対しては，しばしば「無職や単純労働者などの，流入移民に仕事
を奪われかねない層が，その反発から（あるいはそれを可能としている EU に反発して），右
翼政党を支持する」という主旨の言説がみられることがある。職の競合仮説，もしくは経済的
憎悪（Golder 2016）とよばれるものである。しかし，このような社会経済的劣位性が右翼政
党支持につながるという主張は，相当数の先行研究によって否定されており，むしろ経済的苦
境は極右支持を弱めるという研究の方が多数説といえる状況がある（Knigge 1998, Lubers & 
Scheepers 2002, Arzheimer & Carter 2006）。同様に高学歴・高所得層こそが極右政党支持に
回るという指摘もある（Muis & Immerzeel 2017, p912）4。
　先行研究において別に指摘されてきたのは，個人の社会経済的な劣位性ではなく，文化的価
値観や政治的阻害感からくる右翼政党支持である（cf. Lubbers et al. 2002）。広範な意味での
保守的な態度や，反移民態度が右翼政党支持を規定するという指摘は多い。政党支持が，政
党システムの状況にも影響をうける以上，既存の政治とのかかわりは無視できない。既存の
政党政治から自身が排除されていると感じている有権者にとっては，新しい政党であれば右
翼政党であろうと魅力的に映るであろう。また，争点の多次元化と既存政党の位置取りの関
係で，文化的次元の保守層（いわゆる GAL-TAN 軸の TAN 側（Traditional, Authoritarian, 
Nationalist））を適切に代表する政党が存在せず，そこに新興右翼政党が現れることで支持を
集めるという古典的議論（cf Kitchelt 1997）もある。さらに，近年では一部の右翼政党が，
自由や個人主義といった近代的でリベラルな価値観を標榜し（それを共有できない集団と移民
を批判して）支持を集めているというリベラル・ナショナリズムの議論も着目されている（De 
Koster et al. 2014, 新川 2017）。これが実証的に確かなのであれば，権威主義的な有権者より
もむしろ自由主義的な有権者の方が右翼政党を支持することになる。
　欧州統合や EU に対する態度は，ヨーロッパにおいては，人々の文化的保守性と既存政治に
対する態度の双方の性質を持つから，併せて検証が必要である。欧州懐疑的な態度の方が先述
したような社会経済的要因よりも重要という先行研究もある（Arzheimer 2009, Werts et al. 
2013）。昨今の現実政治においても，反 EU 的な見解を唱える右翼政党の存在は多い。
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２．２　データと方法
２．２．１　右翼政党の定義
　ESS と EVS では政党支持の質問がやや異なるが，どちらも実際の投票行動（投票履歴）で
はなく，支持政党を問う質問を用いる 5。これらの質問のうち，右翼政党を支持しているもの
を１，そうではないものを０とするダミー変数を作成した。
　問題となるのは本稿における右翼政党の定義である。唯一無二の定義が存在するわけではな
いが，本稿では，当事者たる政党政治家の認識と，研究者による分類の双方に配慮し，所属
欧州政党 / 欧州議会会派と国際比較データセットの双方を用いた定義を採用する。①欧州政
党 ENF（14-19）・ID（19-）か欧州会派 MENF（14-19）・ID（19-）に所属している政党，②
Parties and Elections in Europe（PEE）データにおいて Nationalist か Far-right とファミリー
づけされている政党，については間違いなく右翼政党と定義可能だろう（本稿では以下，こ
の定義を満たした政党を極右政党と呼称する）。これに加え，③欧州会派で ECR に属するか，
PEE データで National Conservative もしくは Right-wing Populist とファミリーづけされた
政党も含めた。やや広めの定義ではあるが，ナショナリスティックな右翼政党とみられること
も多い，ポーランドの法と正義 PiS や，イギリスの UKIP，スウェーデン民主党といった政党
も含めることができ，その支持の分析が意義を示しやすいという利点がある。
　図１はこの定義に基づく右翼政党の支持率の分布状況である。ESS と EVS で聴取時期や質
問文が異なるため多少の支持率の差異はあるが，大まかな傾向は同じである。ハンガリー，イ
ギリス，イタリア，スイス等で右翼政党支持率が高い 6。
図１：右翼政党支持率の分布（白抜はデータ無しもしくは分析対象外）
ESS9,EVS2017 より筆者作成
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２．２．２　利用変数
　先述したように，右翼政党を支持するものを１としそれ以外を０とする二値変数を作成する。
なお，有効回答者には支持政党もなしも含まれる。本稿の関心から言えば，右翼政党を支持す
る事自体に関心を持っているため，この方法で問題はない。しかし，「他のなにか別の政党を
支持している」と「支持政党なし」を同じカテゴリとして扱う事に対する疑義が挟まれる余地
はあるだろう。そのため，後述する分析においては，頑健性チェックとして，支持政党なしを
欠損値として扱ったモデル（すなわち，支持政党を持つ者のみに限定して，特に右翼政党を支
持しているものを説明するモデル）も分析する。
　独立変数として ESS と EVS では次のものを投入する（角括弧内は ESS9e01_1 における変
数名）。ESS では基本的な社会経済属性として，年齢［agea］，性差［gndr］，所得［hinctnta］，
教育水準［edulvlb］，職業状況［mnactic］もしくは職種［isco08］の効果を確認する。政治
経済的な態度や疎外状況要因として，自己人生状況不満［stflife］，自国民主政治不満［stfdem］，
自国議会不信［trstprl］，欧州議会不信［trstep］，欧州統合反対［euftf］を投入する。社会文
化的な保守性を計るにあたっては，伝統志向・権威志向の態度を計るものとして，伝統の重
視志向［imptrad］，規則への従属志向［ipfrule］を用い，リベラル・ナショナリズムの議論
に対応するため，自由の重視志向［impfree］も用いる。反移民態度には様々なタイプの計測
方法があるが，移民がもたらす経済的脅威の認識（「移民はこの国の経済を良くするか悪くす
るか」）［imbgedo］と，文化的侵蝕の認識（移民はこの国の文化を豊かにするか侵蝕するか）
［imueclt］の２つの変数を用いる。
　EVS でも可能な限り類似の変数を使用するが，ESS に比べてやや価値観に関する質問が少
ない（角括弧内は EVS ローデータにおける変数名）。社会経済的変数として，年齢［age］，
性差［v225］，所得［v261］，教育水準［v243_ISCED_1］，職業状況［v244］を投入し，政治
社会的態度の変数として，自己人生不満［v39］，政治システム不満［v144］，議会不信［v121］，
EU 不信［v124］，移民による経済的脅威認識（「移民はこの国の人から仕事を奪うか否か）」）
［v185］，移民による治安悪化認識（「移民はこの国の治安を悪化させるか否か」）［v186］といっ
た変数を投入した。
従属変数が二値変数のため，ロジスティック回帰分析を行う。また国別の固有効果を除去する
ため国別ダミーを投入する（LSDV 法）。なお，分析時には解釈を容易にするため一部変数の
順序を元データとは逆転させる措置を行った。分析時には ESS および EVS から提供された人
口ウェイトを適用している。
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２．３　全ヨーロッパ単位での分析結果
　分析結果（表１）が右翼政党支持に対するロジスティック回帰分析の結果である。簡便化の
ため各独立変数のオッズ比のみ報告し，標準誤差の報告は省略して p 値水準を付すだけにし
ている。なお標準誤差の推計には各国ごとに潜在的に存在しうる残差不均一分散に対して頑健
な標準誤差（いわゆるクラスター標準誤差）を用いた。
　単に p 値の大小を見ることは，具体的な効果量の比較検討に資さず，かといって各独立変
数の尺度は一様ではないため，単純なオッズ比の大小ではその効果量の大小を比較することは
できない。よって分析結果には，効果量大小検討のため標準化オッズ比（Standardized Odds 
Ratio [SOR], Stata の listcoef パッケージを利用）も併記した。表中では，効果量の大きい結
果を可視化するため，変数の効果の p 値が 0.05 以下のもののうち，SOR が 1.250 以上もしく
は 0.800 以下のものを太字に，SOR が 1.5000 以上もしくは 0.666 以下の物についてはさらに
背景を灰色にした（この線引きは著者による恣意的なものである。異なるデータで類似分析を
行った中井 2020 と統一した）。
　モデル１から３までは，ESS データに基づく分析であり，モデル１は社会経済変数のみを
投入し，モデル２では諸態度も統制変数に含めた。
　全体として，欧州統合に対する反感と，移民による非経済的な脅威の認識が，右翼政党支持
につながっているという結果が表れている。以下，細かく分析結果を検討する。
　社会経済属性の効果を見た効果の中では学歴を除いて安定的な結果を示す変数は存在しな
い。職業データの中でも，失業者であることと右翼政党支持に正の効果は存在しない。むしろ，
EVS データによるモデル A4 では，失業者ほどむしろ右翼政党を支持しないという結果が出
ている。よって失業者や低所得層ほど右翼政党を支持するといったような傾向は見出されない。
就労状況を職種に変えた分析（補遺１）でも，単純労働者などが右翼支持という傾向は見いだ
されない。先行研究とは整合的に，職の競合仮説は近年のデータでも否定されるようだ。学歴
の効果はモデルを通じて頑健である。SOR をみると後述する独立変数に比べればその効果量
はやや小さい 7。その効果をシミュレートすると，たとえばモデル A3 の結果に基づき推定す
れば，学歴変数が１上昇すると，右翼政党を支持する確率が平均で 86.3% に低下する。なお，
ここでの学歴変数は ISCED の国際共通段階に基づいている。そのため，例えば，修士課程修
了（スコア 7）の回答者は，短大卒・学部中途卒業レベル（スコア 5）の回答者と比べて，右
翼政党支持確率が 74.5% 低くなると推測できる（86.3^2）。
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表１：欧州諸国における右翼政党支持のロジスティック回帰分析の結果
　政治経済的な態度や疎外意識の効果をみると，自己状況の満足度が右翼政党支持に影響を与
えていないことに加え，自国政治への不満，議会への不信感もまた右翼政党支持に統計的に有
意な効果を与えていない。何かしらの支持政党を持つ回答者のみに分析対象を絞ったモデル
A3 でもこれらの結果に変動はない。この効果の無さは右翼政党の定義を変えた頑健性チェッ
クにおいても同様である（補遺２）。ただし後述するようにこの部分は国によって効果の有無
が出やすい領域である。
　比較的明確に，かつ強い効果が確認されるのが，欧州懐疑態度である。ESS で計測できる
欧州議会への不信感や，欧州統合が行き過ぎであるという反感，EVS で計測できる EU その
物に対する不信感は，いずれも安定して強い効果を示している。SOR を見ても，他の変数よ
り大きな効果を持っていると言えよう。オッズ比に基づいて効果をシミュレートすると，たと
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えば欧州統合に最も反対している（11）回答者は，欧州統合に対し中間的な（5）回答者に比
べて，平均して 2.58 倍（1.171^6：モデル A3 準拠）も，右翼政党を支持率確率が高いという
推計が可能である。EU に対して不信感を強く持っているもの（4）は，EU をある程度信頼し
ているもの（2）に比べ，右翼政党支持確率が 2.97 倍（1.722^2：モデル A4 準拠）。にもなる。
社会文化的な保守性や危機意識の効果についてみると，伝統や規則を重視する態度が右翼政党
支持確率を高める統計的に有意な効果を有している。伝統的保守的価値観の持ち主が右翼政党
を支持するという直感的な結果になっている。ただしその実質的効果は SOR を見るかぎりあ
まり大きくない。
　移民に対する脅威認識は経済面でも文化・社会面でも双方が統計的に有意な正の効果を持っ
ている。しかし，その実質的効果については，文化的・社会的な脅威認識の方が効果量は大きい。
ESS で確認可能な自国文化への脅威認識と，EVS で確認可能な治安への脅威認識は，性質を
異にするものであるが，経済的脅威認識ではないという点では共通している。特に，移民に対
する経済的脅威認識については，分析時に職種変数を統制すると，その効果を失う（補遺２）。
移民が自国の経済や就労に悪影響を及ぼすという主観的認識が右翼政党支持につながるという
論理は，先述した経済的憎悪説・職の競合仮説が想定するメカニズムだが，本分析結果はそれ
を否定する結果である。もし，「反移民態度」なるものが右翼政党支持につながるとするならば，
それは移民が文化や治安を破壊するからだという主観的認識が持たれている人々の間であるこ
とがわかる。
　総体としては，そこまで意外な結果が示されているわけではなく，既存研究が指摘する範囲
を大きく逸脱するものではないから，いわゆる近年の移民難民危機のあとであろうと，これま
で蓄積されてきた極右政党支持のリテラチュアは有効であると言える。
２．４　国別の右翼政党支持の規定要因
　前節では欧州全体を一括して分析を行ったが，どのように独立変数感が結びつくのか，国ご
とに異なっている可能性は否定できない。そこで以下では，国ごとに上記と同様の分析を行っ
た結果をレポートする。分析モデルは A2 と A4 に準拠した。
　全ての国ごとに詳細な分析結果票を乗せるのは冗長かつ意義に乏しい。よって統計的に有意
な正負の効果の有無と，SOR 基準に基づくその効果量の大小の概要のみをまとめた。表２・
表３のうち，プラスとマイナスの記号は，それぞれの効果が統計的有意性（p<0.05）をもって
正もしくは負の効果を持っていることを示す。SOR が 1.25 以上もしくは 0.80 以下のものは記
号を２つ，SOR が 1.50 以上もしくは 0.66 以下のものは記号を 3 つ重ねた。
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表２：ESS による国別の右翼政党支持分析結果概要
表３：EVS による国別の右翼政党支持分析結果概要
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　移民に対する非経済的な理由に基づく脅威認識と EU( 統合 / 議会 ) への不信感の双方が，右
翼政党支持に正の効果を持っている国としては，オーストリア，ベルギー，スイス，ドイツ，
イギリス，イタリア，リトアニア，スウェーデンがある。比較的西欧の国々が多い。反対に，
そのどちらとも効果を持たない国としては，ブルガリア，キプロス，チェコ，スロベニア，ス
ロバキアといった，2004 年第 5 次拡大以降の新規加盟国が並ぶ。
　このほかの国々は，データごとに結果が不安定だったり，片方だけが効果を持っていたりす
るケースである。全ヨーロッパレベルの分析では，移民による経済悪化認識は，その文化的社
会的な懸念に比べて，重要な独立変数ではなかった。しかし，スイスとオランダでは，移民に
よる経済悪化認識が右翼政党支持の規定要因となっている。フィンランドのように，文化脅威
認識が右翼政党支持につながっていない一方で，治安懸念認識は右翼政党支持につながってい
るという，特殊なケースも存在する。
　自国議会への効果は国ごとに政府が逆転して出やすい領域となっている。ドイツ，エストニ
ア，フランス，オランダ，スウェーデンでは，自国議会への不信感が右翼政党支持につながっ
ているのに対し，ベルギー，イギリス，ハンガリー，イタリア，ポーランドでは自国議会への
不信感が右翼政党支持を減らす方向（すなわち自国議会を信頼しているほど右翼を支持する方
向）の結果が出ている。
　社会経済的劣位が右翼支持につながらないことは，全ヨーロッパレベルの分析で確かめられ
た。国レベルの分析では，むしろ社会経済的強者が右翼を支持している例がある事を示してい
る。イギリス，イタリア，リトアニア，スロバキアでは高所得者が右翼政党を支持している。
ベルギーでは高学歴層ほど右翼政党を支持している（エストニアは ESS と EVS で結果にブレ
がある）8。
　全体として欧州の西と東でやや異なる傾向がある結果となっている。移民と一口にいって
も，欧州圏外からの域外移民と，欧州（特にシェンゲン圏内）の域内移民の双方があり，西欧
諸国では同じ欧州の東側から域内移民を受け入れ，かつそれが欧州統合の枠組みによって可能
となっているのに対し，東側諸国では欧州統合の枠組みによって域内移民を送り出している側
としての側面を持っている事とは無関係ではないだろう。とはいえ，それは完全に欧州の東西
で分けられるものではなく，中東欧諸国でもハンガリーやポーランドなどは移民懸念や欧州統
合への反発が右翼政党支持と連動している。全体的な傾向としては，移民による文化侵蝕認識
や治安悪化懸念（以下これらを総合して社会文化的反移民態度と呼称する）が右翼政党支持の
一義的な要因と要約可能だろう。
— 53 —
中　井　　　遼
３．社会文化的反移民態度の規定要因
３．１　反移民態度の先行研究と本稿が着目する要素
　反移民態度の規定要因についても多くの分析が存在する。その概況を述べれば，右翼政党支
持に関する既存研究同様，各人の社会経済的地位よりはむしろ，各人が抱く文化的保守性や
政治的疎外などが強い説明力をもっていると分析されてきた（レビュー論文として，Ceobanu 
& Escandell 2010，Hainmueller & Hopkins 2014）。
　無論，個々の経済的状況が，移民への態度を決定するという分析もなかったわけではない。
移民と競争が発生しやすい失業者や低所得層・低層労働者，低スキルを意味する低学歴層な
どが，移民受け入れに対して負の効果を持つという指摘は存在する（Quillian 1995, Wagner 
& Zick 1995, Hjerm 2001，Scheve & Slaughter 2001）。しかし，実証上その効果は不明瞭で，
失業・低所得・低階層労働等の効果は統計的有意な効果を持たないという指摘や（O’Rourke 
& Sinnott 2006, Sides and Citrin 2007），むしろ反対に高所得者層ほど福祉負担増につながる
移民増を嫌うという検証結果（Facchini & Mayda 2009, Helbling & Kriesi 2014），高学歴層
の方がむしろ高度技能にもとづく自身の地位を脅かすものとして移民を忌避するという分析結
果（Hainmueller & Hiscox 2007, Facchini & Mayda 2012）もあり，論争的状況にある。
　そういった経済要素ではなく，政治的党派性（右派性・保守性）選好を持つもの（De 
Figueiredo Jr and Elkins 2003, Coenders and Scheepers 2008），犯罪や自国文化の喪失
というような文化的・治安的脅威認識を持つもの（Chandler & Tsai 2001, Brader et al. 
2008），政府の働きに対する不信感や政治社会からの疎外感を感じているもの（Quillian 1995, 
Luedtke 2005, Sides & Citrin 2007, Ceobanu & Escandel 2008）が移民に対しネガティブな
態度を持つといった，文化的脅威認識や政治的態度の効果の方が，安定的に結果が報告されて
いる。経済的な競争とは無関係に、社会的不満のスケープゴートとして移民を見なす傾向が見
て取れる。移民を受け入れる決定は、政治的に行われる決定であるゆえに、人々が政府や政治
社会に対してどのような態度を持っているかも極めて重要な要因の一つとなろう。欧州で域内
外移民が増加した理由の一端に EU という政治組織ないし欧州統合という理念があるのであれ
ば，欧州懐疑的な態度は移民を忌避する態度を醸成しうる 9。
３．２　データと方法
　反移民態度と一口に言っても，多様な側面がある。しかし本稿が着目するのは，前章の分析
でその重要性が見いだされた，移民が文化を侵蝕したり治安を悪化させるという主観的懸念の
態度である。移民が経済状況を悪化させるというような認識ではない。また個別の移民受け入
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れ政策についての意見でもない 10。
　ESS と EVS のどちらの質問も，従属変数は複数の順序尺度となっている。しかし結果の解
釈の簡便性を考慮し，移民による文化侵蝕を懸念しているか否か，治安悪化を懸念しているか
否かという，2 値変数へと縮約した。順序変数を２値変数に変換することで情報量が減少する
というデメリットがあるが，それ以上に結果の解釈時に「独立変数の値が１上昇すると，反移
民態度を抱く確率が何％上昇 / 減少する」という直感的かつ実質的な結果の解釈が可能となる
メリットが上回ると判断した（順序尺度でも結果の解釈は当然可能だが「従属変数のポイント
が何点上昇する」という結果からは実質的な把握は困難である）。具体的に，ESS は 1 から 11
の 11 値変数であるので，中間点である 5 よりも上の，6-10 の値を回答したものを，移民によ
る文化侵蝕を懸念している (1) とし，それ以下を (0) とする処理を行った。EVS は 1 から 10 の
10 値変数を取るが，中央値が 6 にあるため 7 から 10 の値を回答したものを移民による治安破
壊を懸念している (1) とし，それ以下を (0) とする処理を行った。なお，EVS には，隣人とし
て移民 / 外国人労働者を好ましくないと思うかという二値の質問項目も予め存在するため，そ
れも分析時に頑健性チェックとして用いる 11。
　前述の基準で設定した反移民態度を抱く回答者の比率を，ESS データおよび EVS データそ
れぞれで地図上に表したものが図２である。移民が自国文化を棄損すると懸念する者は，チェ
コ，ハンガリー，ブルガリアに多い。チェコとブルガリアは移民が治安状況を悪化させるとい
う認識を抱いている者も多いが，この懸念は東欧だけではなく中欧諸国や北欧諸国でも広く共
有されている。
図２：社会文化的反移民態度を有する回答者比率（白抜はデータ無しもしくは分析対象外）
筆者作成
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　投入する独立変数は，前述２．２．２のリストと同様である（当然のこととしてそれらから移
民に対する態度の変数は抜かれている）。ESS と EVS で従属変数が異なるため，以下の全ヨー
ロッパレベルの分析ではそれぞれの分析結果を示すこととする。その際，２．３と同様，簡便
化のため各独立変数のオッズ比，SOR，および p 値水準のみを報告する。誤差の推計にはク
ラスター標準誤差を用いる。効果量の大きい結果を可視化するため，変数の効果の有意確立が
0.05 以下のもののうち，SOR が 1.250 以上もしくは 0.800 以下のものを太字に，SOR が 1.5000
以上もしくは 0.666 以下の物についてはさらに背景を灰色にした。
３．３　ヨーロッパレベルの社会文化的反移民態度の分析結果
　ESS 分析結果（表４）と EVS 分析結果（表５）の双方で，一貫して，学歴と欧州統合に対
する反発が，安定してかつ大きな効果を持っていることが明らかになった。学歴の高さは移民
に対する文化侵蝕懸念や治安悪化懸念を減少させ，EU 統合への反対や EU への不信感がそれ
らの反移民態度を高めていた。
　社会経済的変数の効果として，学歴以外には性差が安定的な結果を示しており，女性は男性
に比べて移民が文化や治安を切り崩すという認識を抱きにくい。職種や収入効果は統制してい
ることから，この効果は社会的な男女差別に基づく就労状況や経済的地位等の効果ではない。
より率直に男女の性差そのものの効果が表れており，男性もしくは女性に対する社会的規範や
ジェンダー意識の効果であると言えよう。その機序やメカニズムは不明だが，男性がより反移
民意識を抱きやすい何かしらのジェンダー規範などの存在が示唆される。
　収入や失業・短期労働には移民に対する認識に効果を持っていなかったが，職種については
広く統計的に有意な効果が見られる（モデル B3）。管理職，事務員，販売従業者，農林業，技
能工，機械運転，単純作業従事者が（参照変数の専門職よりも），移民が文化を破壊するとい
う認識を高める傾向がある。管理職や事務員なども含まれており，職業威信や社会経済的地位
による効果とも言い難い。稗田（2019）が指摘する職務上の問題解決方法（不確実性・リス
クへの受容性）の効果であり，参照変数となっている専門職従事者の，移民文化侵蝕懸念の弱
さと解釈するのが妥当かもしれない12。
　自己の生活状況への不満は，ESS 分析と EVS 分析の結果で，逆を向いている。単に結果が
不安定とみることも可能だが，従属変数の違いに着目し，「自己の生活状況への不満は，移民
が文化を破壊するという懸念を減少させる一方で，移民が治安を悪化させているという（スケー
プゴート的な）認識につながるという，アンビバレントな効果を持つ」という解釈も可能だろ
う。自国議会への不信感や自国政治への不満も ESS と EVS では結果が不安定である。どちら
も ESS では有意な効果を示しているが EVS では効果を示していない。ESS のみ観測可能な，
— 56 —
欧州におけるポスト難民危機期の排外意識分析
右翼政党支持・反移民態度・反欧州統合
伝統や規則を重視する態度は移民文化侵蝕懸念を強めており，直感的な結果でもある。
表４：ESS による欧州の移民文化侵蝕懸念のロジスティック回帰分析結果
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表５：EVS による欧州の反移民態度（治安懸念・隣人嫌悪）のロジスティック回帰分析結果
 
　全体として，2017-8 年のヨーロッパにおいて，移民が社会的・文化的な安定を切り崩すと
いう主観的認識は，社会経済的な地位によって形成されるのではなく，教育（の欠如）と，何
よりも欧州懐疑態度によって駆動されていることが明らかになった。そしてそれらは，個々人
が抱いている伝統や規則を重視するといった態度よりも大きな効果を有している。
３．４　国別の社会文化的反移民態度の規定要因
　全章と同様に，移民に対する文化的・社会的懸念態度についても，国ごとに分析を行う。分
析モデルは B2 と C2 に準拠した。なお，前章には存在しなかった国として（すなわち右翼政
党支持がセンサーされていなかった国として），ESS ではアイルランドが，EVS ではアイスラ
ンド，ルーマニア，スペインが分析に含まれている。前章同様，統計的に有意な正負の効果の
有無と，SOR 基準に基づくその効果量の大小の概要のみをまとめた。プラスとマイナスの記
号は，それぞれの効果が統計的有意性（p<0.05）をもって正もしくは負の効果を持っているこ
とを示す。SOR が 1.25 以上もしくは 0.80 以下のものは記号を２つ，SOR が 1.50 以上もしく
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は 0.66 以下のものは記号を 3 つ重ねた。
表６： ESS による国別の移民文化侵蝕懸念ロジスティック回帰分析の結果概要
表７：EVS による国別の移民治安破壊懸念ロジスティック回帰分析の結果概要
　キプロスを除くすべての国で， EU 統合への反発が移民による文化侵蝕認識に対する主たる
説明要因となっている。学歴の効果も広く観察されるが，ブルガリア，チェコ，ハンガリーと言っ
た東欧諸国では学歴の高低と，移民文化侵蝕認識の間には関係が見られない。これらの国々で
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は，高学歴層でも低学歴層と同様に移民による文化侵蝕認識が存在しているという事であろう。
　オーストリア，スイス，ドイツ，フランス，ノルウェーといった西欧先進諸国では，自国議
会への不信感が，移民による文化侵蝕認識ともつながっている。スイス，フランス，イタリア，
ノルウェー，オランダでは退職・年金受給者層の移民文化侵蝕懸念が強く，これもやはり西欧
先進民主主義国のみに見られる傾向と言える。
　ポーランドとハンガリーに固有の効果として（効果量はそこまで大きくないが）自己の生活
への満足度が，移民による文化侵蝕認識との間に「負」の影響を与えている。この２カ国は昨
今の権威主義化・反移民 / 難民態度の効用が指摘されがちな 2 国であるが，これらの国々で移
民が自国文化を破壊するという信念を形成しているのは，むしろ自分自身の生活に満足してい
る人々であることがわかる。
　EVS からわかる，移民が治安を破壊するという認識もまた，EU への不信感によって幅広く
規定されている。他方で，ブルガリア，エストニア，フランス，スロベニア，ルーマニア，ス
ペインではこの効果は観察されない。フランスを除けば，EU 後発参加諸国である。学歴の効
果も一部東欧諸国とノルウェー・スウェーデンでは観察されていない。先述した，一部東欧諸
国では学歴が文化侵蝕懸念を説明していないのと整合的である。
　自国政治制度への不満や自国議会への不信感が移民による治安破壊懸念につながる傾向につ
いては，国ごとに性質が大きく異なり，ドイツ，オランダ，スイスなどでは政治不満や議会不
信が移民による治安悪化懸念を高めるのに対し，オーストリア，ハンガリー，ポーランドでは
反対にそれらを弱めている。
　失業や低収入が，治安懸念という反移民態度を高めているのは，フランス，クロアチア，ア
イスランドのみで観察される。経済状況の悪化が移民への態度を悪化させるという論理は，そ
れらの 3 カ国では正しいかもしれないが，その他の国々には当てはまらない。むしろ，多くの
国々（ブルガリア，スイス，フィンランド，リトアニア，ノルウェー，スウェーデン，スロバ
キア）では，所得の高い経済的に成功しているものほど，治安懸念の観点から移民を忌避して
いる。
　総合すると，欧州統合への反感が移民に対する社会文化的反感（特に自国文化侵蝕への懸念）
につながっているという傾向は，かなり幅広く共有された傾向となっている。学歴の効果も比
較的幅広く共有されているが，一部東欧諸国ではその効果が見られない。これに加え，一部の
国では国内政治への不信・不満が移民への社会文化的反感の規定要因となっている。
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４．右翼支持・移民文化社会破壊懸念・反欧州態度のトライアングル
４．１　3 要素間の検討の必要性
　最後に，ここまで確認された，右翼政党支持，移民文化侵蝕懸念，反欧州態度の３つの重大
要素の相互関係を検討する。右翼政党支持を強く規定している要素として，移民による文化侵
蝕懸念が見いだされたが，その両者に対しては欧州統合への反感もまた重要な説明力を有して
いた。だが，この３大要素が相互にトライアングル（図３）を形成しているか否かは，国によっ
て事情が異なる蓋然性が高い。そのため，各国ごとにこれらの相互関係について分析を行う必
要がある。その作業を通じ，欧州各国の，排外主義的な諸意識の相互関係のパターンの分類を
試みる。
図３：３変数のトライアングル
　ここまでの分析では政治意識が政党支持に先行するという前提に基づく議論をしてきたが，
政党と有権者の関係を考慮した場合，政党から支持者に対する選好形成のメカニズムは度外視
できない。有権者は自身支持政党の主張に整合的になるように自身の政治意識すら変更するの
である（Egan 2019）。すなわち―本研究の文脈にあわせて言えば―移民がもたらす文化的脅
威をおそれているから右翼政党を支持するのではなく，自分の支持している右翼政党が移民の
文化的脅威を喧伝しているから，そのような意識を抱くようになった，という可能性は十二分
にある。欧州政治の文脈も考慮しても，たとえば古賀（2014）は，今日の右翼ポピュリスト
政党の多くが，もともとは新自由主義的な主張を掲げて支持を集め台頭したところ，後になっ
て反移民的な言説を標榜するようになったことを指摘している。この事実も，反移民が先にあ
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り支持が後にあるのではなく，支持が先にあり反移民が後にある可能性を示唆する。
　よってここでの分析においては，単に国ごとの３要素間の因果関係を見るだけではなく，ど
ちらが因果の先にあるのかを検討する。勿論，本分析で用いているデータは，一時点でのデー
タのため時間的な先行関係を確定することは困難であるし，厳密な意味での因果関係の向きを
論ずることは事実上不可能である。ほとんどのケースでは A と B それぞれがお互いに影響し
ているという事もあるだろう。しかし，変数の効果量の大小を比べて，どちらがどちらをより
強く説明しているのか，という事は確認でき（後述するように全てダミー変数化するためオッ
ズ比を直接比較できる），そこから擬制的にどちらがより原因／結果に近いか類推することは
一次的接近として許容されるだろう。
４．２　データと方法
　本分析では冗長さを避けるために ESS のみを用いる。ここまでの分析で示してきた，右翼
政党支持，移民文化侵蝕懸念ダミーに加えて，欧州統合反感ダミー変数を作成し，これらの 3
つの二値変数をそれぞれ従属変数ととるロジスティック回帰分析をそれぞれの国ごとに 3 回ず
つ実施し，結果を分析する。
　欧州統合反感ダミー変数は，11 値をとる欧州統合反対［euftf］（２．２参照）変数に基づき，
欧州統合を行き過ぎと考える（6-10）回答者を 1，欧州統合はまだ進めるべきと考える（0-5）
回答者を 0 とした。
　3 つのロジスティック回帰分析を行う際には，4 つの基礎的社会的属性（年齢，性別，収入，
学歴）と，これまでの分析で統計的に有意な効果を発揮することが相対的に多かった，国内議
会不信と伝統重視態度の 2 つの態度変数を統制する。
４．３　分析結果
４．３．１　３変数のトライアングル構造による分類
　各ロジスティック回帰分析の結果は補遺に示し，ここでは結果のサマリーのみを示す。まず，
3 つの重要変数の間それぞれに，相互の因果関係があったか否かに基づいて，一定の分類が可
能である。表８において 3 型と累計されているのは，右翼政党支持・移民文化侵蝕懸念・欧州
統合反対の 3 つのダミー変数間で因果関係のトライアングルが描けるパターンである。2 型と
あるのは，そのトライアングルのうち 2 辺にしか因果関係が見いだされなかったケースである。
1 型はさらに少なく 1 辺の因果関係しか存在しないケースである。
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表８　３変数間の関係性による分類
３型
オーストリア，スイス，ドイツ，フィンランド，フランス，イギリス，イタリア，
オランダ
２型［移民型］ ベルギー，エストニア，ハンガリー，ノルウェー，スロベニア
２型［欧州型］ ポーランド
１型 ブルガリア，キプロス，チェコ
　３型には全体の中で多数事例が当てはまり特に西欧諸国が入る。反対に１型には新規加盟諸
国のブルガリア，キプロス，チェコが入る。これらの国々は共通して，移民文化侵蝕懸念と欧
州統合反対の間「のみ」に相互の因果関係が見いだされるケースである。言いかえれば，これ
らの３国においては，右翼政党支持に対して，移民文化侵蝕懸念も欧州統合反対も影響を及ぼ
していない。この両タイプの中間にあたるのが２型である。２型［移民型］と分類される５ケー
スにおいては，１型同様まず移民文化侵蝕懸念と欧州統合反対の間に相互関係があり，かつ右
翼政党支持と移民文化懸念の間にも関係がある場合である。ポーランドはこれと異なり，１型
同様存在する移民文化侵蝕懸念と欧州統合反対の間の関係に加え，右翼政党支持の欧州統合反
対の間に相互関係があるパターンである。
　これらのパターンは，３つの重大変数のうち，右翼政党支持が，その他２変数とどのように
関与しているかによる分類とも換言可能である。３型は，右翼政党支持が，移民文化侵蝕と欧
州統合反対の「双方」と相互関係を持つパターン，２型は，右翼政党支持が，移民文化侵蝕と
欧州統合反対の「どちらか」と相互関係を持つパターン，１型が，右翼政党支持が，移民文化
侵蝕と欧州統合反対の「いずれ」とも相互関係を持たないパターンである。
　全体的な傾向としては，右翼政党支持・移民文化侵蝕懸念・欧州統合反対のトライアングル
が形成されているのは，いわば特殊西欧的な現象であり，西欧性もしくは既存加盟国性が薄れ
るほど，そのトライアングルは盤石ではなくなっていくようである。この中でも，３型は，最
大派グループではあるものの決して過半数のグループではない。３型のトライアングル構造で
欧州の排外主義を見ることは，いわば特殊西欧的な視点を全ヨーロッパに投射しているだけで
あり，多様な欧州政治の理解を妨げる可能性がある。
４．３．２　右翼政党支持は原因か結果か
　それぞれのロジスティック回帰分析の結果３つの重要変数間のオッズ比の大小を比較し，各
政治意識のどちらの方が強い説明力を持ったか―ここから擬制すれば，どちらがより相対的に
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原因／結果としての性質を帯びるか―を整理したものが，表９である。無関係とあるのは，先
述の分析でも示された通り，そもそも両変数間の間に統計的に有意な関係が見出されなかった
ものである。
　欧州統合に対する反感と右翼政党支持に関しては，後者が前者を規定するという関係は，オー
ストリアとポーランドを例外として見いだされなかった。すなわち，欧州統合反対は右翼政党
支持に対して先行するか無関係なだけであり，右翼政党支持が反欧州統合態度を惹起形成して
いるという関係はやや例外的といえよう。
　他方で，移民による文化侵蝕懸念と右翼政党支持の関係については，前者が後者を規定する
という（想定しやすい）関係がみられる一方で，後者が前者を規定する―すなわち右翼支持が
反移民態度を惹起形成する―という関係が，スイス，フィンランド，イタリア，ベルギー，ノ
ルウェーで見られた。特にベルギーとフィンランドは，オッズ比の差や，各分析の決定係数の
大小から言っても，かなり明確にこの強弱関係がある（補遺３）。
表９：右翼政党支持は移民文化侵蝕懸念・欧州統合反対の原因か結果か
移民文化懸念が右翼政党支持の
原因 無関係 結果
欧州統合反対が
右翼政党支持の
原因 ドイツ、フランス、イギリス、オランダ
スイス、フィンランド、
イタリア
無関係 エストニア、ハンガリー、スロベニア
ブルガリア、キプロス
チェコ ベルギー、ノルウェー
結果 オ スートリア ポーランド
筆者作成
　これらの結果は，有権者の複数の排外主義態度の相互関係を考慮したときに，何かしらの気
に入らない対象（移民による文化侵蝕・欧州統合）があるから，その抑制を訴える右翼政党を
支持しているのではなく，支持している右翼政党が排除を訴える対象だから自分もまたそれを
気に入らない，というメカニズムが駆動しているケースがままある，という事を示す。
　反移民態度と欧州統合への反発が右翼政党支持を規定する，というストーリーが見出された
のは，イギリス，フランス，ドイツ，オランダの西欧の大国４か国のみであった。
— 64 —
欧州におけるポスト難民危機期の排外意識分析
右翼政党支持・反移民態度・反欧州統合
結語
　本分析の結論は次のようなものである，第一に，右翼政党支持は，移民による自国文化・治
安への侵蝕といった社会文化的態度と欧州統合への反感によって規定されており，社会経済的
弱者による反発という見解に実証的根拠は存在しない。右翼政党支持層というのは，ジャーナ
リスティックに描き出される，社会経済的弱者像や「置き去りにされた人々」とは程通い。む
しろ右翼支持層とは多様な社会経済的背景からなる（しかし政治的意見を異にする）「完全に
普通な人々」（Blee and Creasap 2010, 271）である。第二に，移民による文化侵蝕や治安悪化
を懸念してしまう反移民態度も，何かしらの経済的地位の低さによって規定されるものではな
く，もっぱら欧州統合への反発と学歴（の短さ）が主たる規定要因となっていた。本態度につ
いては，半数程度の国において，自国政治への不信・不満が追加要因となっており，ある種の
スケープゴートとして移民による脅威認識が形成されている可能性もある。第三に，右翼政党
支持・移民文化侵蝕懸念・欧州統合反対のトライアングル構造は西欧主要国においては盤石な
ものの，必ずしもヨーロッパ全体で支配的なパターンではない。そもそも，３つの変数が相互
に関連している構造がみられるのは西欧諸国に限られ，東欧諸国においては右翼政党支持がそ
の他２つの排他的態度のどちらかしか（あるいはどちらとも）結びついていないケースもある。
この背景には，欧州統合によって域内外移民の流動が激しくなった際，移民流入（ないし流出）
の構造に欧州の東西で違いがあり，畢竟それに対する反発の構造も違うという事がある。
　右翼政党支持，移民文化侵蝕懸念，欧州統合反対という３つの重大な変数の相互関係を，よ
り緻密に分析した際，国によっては右翼政党支持が移民による文化侵蝕懸念によって規定され
る関係性以上に，その逆の関係性の方が強い説明力が持つケースも存在した。政党や政治家に
よる排外態度の動員の存在が想定される。前述の３つの政治意識の関係性について，「反移民
態度と欧州統合への反発が右翼政党支持を規定し，その３変数が分かちがたく結びついてい
る」，というストーリーは近年の欧州政治を語る言説として馴染み深いもののようであり，確
かに本分析からもイギリス，フランス，ドイツ，オランダと言ったヨーロッパの主要国でその
関係が見出された。しかし，その関係が見出されるのは，イギリス，フランス，ドイツ，オラ
ンダだけである。そして，ヨーロッパはその 4 か国だけではない。ここからは，主要国の政治
を分析するだけでヨーロッパ政治全体を語ることの危うさが示唆される。そのような関係性は
「たまたま」少数の西欧の大国で発生しただけに過ぎず，にもかかわらずそれが広く報じられ
ることによって，我々は例外的なメカニズムをさもヨーロッパ全体の政治現象であるかのよう
に認識してしまっているかもしれない。より広範で，Comparative な分析が必要である。
　無論，本稿の分析は，初めから論じているように，二つのヨーロッパ大世論調査プロジェク
トの，先行公開データに依拠している。よって，その分析の妥当性は一時点の物にとどまるし，
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今後のデータ更新によって分析可能国が増えることによって，全体的な分析の傾向には一定の
修正が必要となりうるだろう。しかし，大枠としては既存先行研究と類似の知見が本分析を通
じても支持されており，それは学術的な見地から言えば，ポスト難民危機期のヨーロッパにお
ける，右翼政党支持や反移民態度に関して，過去の膨大な知見に安心して依拠して良いことを
意味する。徒に時代の大変化を論じ過去の知見を相対化・無効化するような言説からは，冷静
に距離を置いてヨーロッパ政治を観察分析することが肝要である。
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【補遺】
補遺１：職種を統制した右翼政党支持規定要因ロジスティック回帰分析
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補遺２：右翼政党定義を狭めた（極右政党に限定した）支持規定要因ロジスティック回帰分析
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補遺３：右翼支持・欧州統合反対・移民文化侵蝕懸念の相互ロジスティック回帰分析概要
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注
1 それぞれ利用ファイルバージョンは，ESS9e01_1，ZA7500_V2-0-0.
2 類似の試みとして，中井（2020）では ESS8 波データを用いて右翼政党支持の分析を行った。本稿はそれを
さらに広げ，複数のデータセットを用いかつ反移民態度まで分析の対象を広げ，さらに各国ごとの規定要因
分析も行っている。
3 先行研究のレビュー論文としては Golder （2016）や Muis & Immerzeel （2017）。
4 単純な業績投票モデルを考えるなら苦境は既存野党に支持を向けるだけであって，経済的苦境はそれ相応の
文脈との交差がなければ極右政党支持にはつながらない（Golder 2003, Dancygier 2010, Han 2016）。
5 ESS9 では「どの政党に，他の正答と比べ，親しみを感じるか（feel closer）」，EVS2017 では「どの政党が
あなたにとってももっとも魅力的か〔v174_cs〕」である。なお，投票実績は EVS では聴取しておらず，そ
もそも投票実績はその国の選挙制度によって大きな影響を受けてしまう。具体的には，小選挙区制としての
要素が強い選挙制度の国では，内心では右翼政党を支持していても，具体的な行動においてはセカンドベス
トの政党に投票するという事が起こりやすい。
6 イギリスで高い右翼支持率が出ているのは保守党を含めている影響が大きい。英・保守党を右翼政党とみる
ことには議論の余地もあろうが，欧州レベルでは ECR に属し率いている事実を重視する。同欧州政党はイ
タリアファシストの流れをくむ FdI や，極右下部組織を含むラトビア NA, 権威主義的な右翼政党とみなさ
れがちなポーランド PiS，フィンランド極右の PS などと同じ会派であった。これらの政党を右翼政党と見
做しながらも，イギリス保守党のみをその例外とするのは整合的な態度ではない。
7 ただし，従属変数の右翼政党の定義を狭くとった頑健性チェック（補遺１参照）の結果では，この学歴効果
はより強く効果を持つようになっている。
8 社会経済的劣位性が右翼政党支持につながるというストーリーと言えそうな結果は，オーストリアで失業者
が右翼を支持する傾向がある事と，クロアチアで低所得者が右翼政党支持傾向にあるという，2点程度である。
9 実際に中井・武田（2018）は，難民受け入れに対する異議の相当程度が，欧州懐疑態度によって説明できる
ことを計量分析を通じて明らかにした。
10 この点に関し，移民として想定される集団の，人種的異同を考慮した場合の分析については，Alba et al. 
2005, Brader et al. 2008,　Ayers et al. 2009, Harrell et al. 2012 や中井 2019 を参照のこと。
11 このほか EVS2017 には，「移民は自分たちの文化を保持し続けるべきか否か」(v188) という質問項目が存在
する。ただし，これは一概に移民に対する受容 / 排斥態度をはかるものとはいえず，むしろどのような統合
政策が好ましいのかといった高度に政策的な態度という方が近い。仮に移民受容に積極的・寛容な者であっ
ても，移民の社会的統合に際しては独自文化を維持すべきとする見解と，ホスト社会に統合されるべきとす
る見解の，双方に分かれるだろう。実際，その他の反移民態度を計る指標への回答と，この指標に対する回
答は相関が非常に低い。そのことから本稿では採用しない。
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12 なお，そもそも専門職が参照変数となっているのは，この回答者が全職種のなかで一番 N が多い回答だっ
たためである。
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